
資料１

令和２年１⽉に伊⽅発電所で
連続発⽣したトラブルについて

令和３年9⽉2⽇
四国電⼒株式会社
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はじめに

 伊⽅発電所３号機は、令和元年１２⽉２６⽇から運転を停⽌し、第１５回定期事業者検査（以下、「定期
検査」）を実施しておりますが、令和２年１⽉にトラブルが連続して発⽣し、地域の皆さまをはじめ多くの⽅々に多⼤
なご⼼配をおかけしました。
当社は定期検査を中断して再発防⽌対策を策定し、愛媛県・伊⽅町にご報告するとともに、愛媛県知事・伊⽅町

⻑から頂いたご要請に取り組むことを条件に定期検査を再開いたしました。

 当社が策定した各トラブルの再発防⽌対策については完了しており、その後も継続的に、包括的な改善活動の推進
などの取り組みを実施しております。

また、愛媛県知事・伊⽅町⻑から頂いたご要請に対しては、ご要請項⽬のうち、速やかに実施すべき項⽬への対応
は完了しており、その後も継続的に、安全⽂化の醸成や技術⼒の維持・向上などの取り組みを実施しております。
これらの対応状況については、本年3⽉の環境管理委員会において報告させていただきました。

 また、ご要請項⽬のうち、更なる安全性確保のための対応である、マグネタイト発⽣メカニズム等の研究、断路器の
恒常的な対策についても、現在、取り組みを進めているところです。
本⽇は、これらの取り組みも含めた対応状況についてご説明いたします。

＝＝これまでの経緯＝＝

令和元年１２⽉２６⽇ 定期検査開始
令和２年１⽉ ６⽇〜１⽉２５⽇ 連続トラブル発⽣（１⽉２５⽇定期検査中断）

１⽉ ６⽇︓中央制御室⾮常⽤循環系の過去の点検時期誤り
１⽉１２⽇︓原⼦炉容器上部炉⼼構造物吊り上げ時の制御棒引き上がり
１⽉２０⽇︓燃料集合体落下信号の発信
１⽉２５⽇︓所内電源の⼀時的喪失（定期検査中断）

令和２年 ３⽉１７⽇ 各事象の原因と対策の報告書を愛媛県へ提出
令和２年 ７⽉２９⽇ 伊⽅原⼦⼒発電所環境安全管理委員会で対策内容が適当であるとご判断。
令和２年 ８⽉ ３⽇ 愛媛県知事・伊⽅町⻑から定期検査再開にあたってのご要請を頂く。

（条件付きでの定期検査再開をご了解を頂く。）
令和２年 ８⽉ ５⽇ 定期検査再開
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⽬ 次

１．原因と対策の報告書の対応状況

２．愛媛県からのご要請への取り組み状況

[補⾜説明資料１] 連続して発⽣したトラブルの概要等

[補⾜説明資料２] マグネタイト⽣成メカニズム、挙動等に関する調査

[補⾜説明資料３] 187kVガス絶縁装置断路器の恒常的な対策

[補⾜説明資料４] 新チームの活動
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改善策
令和元年度 令和2年度 令和3年度

備 考
3⽉以前 4⽉〜6⽉ 7⽉〜9⽉ 10⽉〜12⽉ 1⽉〜3⽉ 4⽉〜6⽉

事象Ⅰ
中央制御室⾮常⽤循環系
の点検に伴う運転上の制限
の逸脱

[完了]
(継続実施)

事象Ⅱ
原⼦炉容器上部炉⼼構造
物吊り上げ時の制御棒クラス
タの引き上がり

[完了]

事象Ⅲ
燃料集合体点検時の落下
信号発信

[完了]

事象Ⅳ
所内電源の⼀時的喪失

[再発防⽌策
完了]

恒常的な対策
の実施は次回
の定期検査で
完了予定

▼3/1 新規教育資料の施⾏

▼4/1 安全⽂化醸成 社内規定施⾏

▼4/21,23,27保安規定88条の教育

▼4/3 作業要領書の改正

▼3/16 スラッジの除去完了(次サイクル分)

▼4/1 スラッジ除去をEAM作業タスクに追加(将来対応)

▼3/16 作業要領書の改正 ▼11/5 設備対応（点検装置ラックの改良）

▼4/28 当該断路器の部品取替完了

▼3/12 500kV,187kV断路器の状態確認完了

断路器（13台）の
内部開放点検

教育は継続実施

部分放電診断・内部異物診断

恒常的な対策の検討

▼10/7 模擬負荷を⽤いた
保護リレー試験実施

▼11/11 設備対応（カメラ・照明の追加設置）

▼11/11中断していた燃料集合体の点検作業を実施

１．原因と対策の報告書の対応状況
（１）個別事象の改善策実施状況

令和3年3⽉29⽇ 伊⽅原⼦⼒発電所環境安全管理員会から状況が変化した箇所を⾚⽂字で⽰す。



4

改善策
令和元年度 令和２年度 令和３年度

備 考
3⽉以前 4⽉〜6⽉ 7⽉〜8⽉ 9⽉〜12⽉ 1⽉〜3⽉ 4⽉〜6⽉

(1)作業要領の充実 [完了]

(2)作業計画段階における
レビューの強化

（新チームの設置）
a.作業要領のレビュー
b.作業実施時期のレ

ビュー

[完了]
（継続実施）

今後も改善点の
抽出、改善策の
検討を継続して実
施する

(3)包括的な改善活動の
推進

・作業振り返り等によ
る改善抽出

・CAP※1のインプット
充実等

[完了]
（継続実施）

▼2/13 ３－１５定検の全作業要領書の⾒直し完了

▼4/1 新規作業要領書への反映のための社内規定施⾏

▼4/1 新チーム設置

試⾏・検証

▼3/31 標準発注仕様書の改正
（作業後に振り返りを実施する旨の追記）

▼4/1 CAP本格運⽤開始

CAPによる改善活動を継続

下記事項について整理し、EAM※2に登録する
・作業計画段階のﾚﾋ゙ ｭー 結果
・作業要領書の気付き事項
・当社幹部との意⾒交換会での要望事項
・他部⾨や外部機関によるﾚﾋ゙ ｭー 結果
・ﾒー ｶからの各種情報

※1 CAP︓Corrective Action Program（是正処置プログラム）, ※2 EAM︓統合型保修管理システム

▼9/25プロセス管理課設置

ﾚﾋﾞｭｰﾌﾟﾛｾｽの構築 本格運⽤

１．原因と対策の報告書の対応状況
（２）総合評価の改善策実施状況（１／２）

令和3年3⽉29⽇ 伊⽅原⼦⼒発電所環境安全管理員会から状況が変化した箇所を⾚⽂字で⽰す。
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改善策
令和元年度 令和２年度 令和３年度

備 考
3⽉以前 4⽉〜6⽉ 7⽉〜8⽉ 9⽉〜12⽉ 1⽉〜3⽉ 4⽉〜6⽉

(4)安全意識の共有
・当社幹部等との意⾒

交換充実

[完了]
（継続実施）

(5)技術⼒・現場⼒の
維持向上

a.教育訓練機会の増加
b.ベテラン社員・作業
員からの技術継承

[完了]
（継続実施）

(6)従来進めてきた保安活
動の⼀層の推進

[完了]
（継続実施）

ベテラン社員・作業員からの技術継承を継続

従来の活動を継続的に推進

▼2/13 3-15定検作業要領書⾒直しにあわせ
ベテラン社員・作業員のノウハウ反映

教育・訓練計画の検討
（関係会社・協⼒会社と協議して検討）

・適切な組織・体制の維持
・ﾘｽｸ情報活⽤の推進
・保守管理ﾌ゚ ﾛｾｽの着実な運⽤
・職場環境の改善活動
・外部組織によるﾚﾋ゙ ｭー

１．原因と対策の報告書の対応状況
（２）総合評価の改善策実施状況（２／２）

令和3年3⽉29⽇ 伊⽅原⼦⼒発電所環境安全管理員会から状況が変化した箇所を⾚⽂字で⽰す。

意⾒交換を継続実施

（令和２年度は２６回実施）
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要請事項 取り組み状況

①更なる安全性向上に向けた詳細調査の実施
「伊⽅発電所第３号機 原⼦炉容器上部炉⼼構
造物吊り上げ時の制御棒クラスタ引き上がり」

マグネタイト発⽣メカニズム、挙動等について継続的に
調査・研究し、その結果を学会や専⾨誌等で発表すると
ともに、発⽣量の低減に向けて取り組むこと。

• マグネタイト発⽣メカニズム・挙動等についての調査・研究計画を策定し、令和２年から２年程度か
けて調査・研究する計画としている。

• 令和２年度はフェーズ１として、マグネタイト発⽣メカニズム等の調査を実施し、推定したメカニズムで
のマグネタイト発⽣が確認できた。

• 令和３年度はフェーズ２として、マグネタイト発⽣量低減策の研究を実施している。
• フェーズ１での調査・研究の成果は、⽇本保全学会第１７回学術講演会(7/6〜8)で発表した。

引き続き、学会や専⾨誌等での発表を⽬指す。

②恒常的な対策による安全性の確保
「伊⽅発電所における所内電源の⼀時的喪失」

再発防⽌策である部分放電診断と内部異物診断によ
る状態監視の徹底と並⾏して、メーカとも協議しながら、
改造や新設備導⼊等による恒常的な対策による更なる
安全性確保に取り組むこと。

• 恒常的な対策が完了するまで、部分放電診断（常時計測）と内部異物診断による状態監視
（１カ⽉に１回計測）を継続実施中。

• 恒常的な対策を検討し、⼀部断路器の撤去または改造を⾏うこととした。
• 現地⼯事は、現在実施中の3-15定期検査で⼀部実施し、次回3-16定検で本格的な⼯事を実

施する予定。（令和５年に完了⾒込み。）

③安全⽂化の醸成

• ⽇々の安全⽂化醸成活動を継続的に実施。（継続実施）
• 各⾃が⾃ら考える⼒を育成するため、安全⽂化の１０の特性のうち⾃⾝の弱みを⾃ら抽出し、改善

⾏動に繋げる取り組みを令和３年度から実施している。
• 原⼦⼒安全推進協会（JANSI）や外部講師などを活⽤し、海外の取り組みなどを含めた安全⽂

化に関する教育を実施している。（継続実施）
• 当社幹部と発電所員等との間での双⽅向コミュニケーション形式での定期的な意⾒交換を継続する。
• これらの取り組みについて、情報発信を実施する。（要請事項⑥への取り組み）

④新チームの研鑽

• 作業要領書や作業計画の妥当性等を独⽴した⽴場からレビューする新チームについては、試⾏・検
証を実施し、令和２年９⽉に恒常的組織としてプロセス管理課を新設しレビュー活動の本格運⽤を
開始した。

• 新チームの活動は⽇本保全学会第１７回学術講演会(7/6〜8)で発表した。
• プロセス管理課のレビュー活動は、リスクマネジメントの視点を取り⼊れるとともに、作業担当部⾨から

独⽴した⽴場でレビューし、必要により改善事項を提案する運⽤としている。今後も運⽤しながら改
善点抽出、改善策検討を継続して実施し、チームの技術⼒向上を図っていく。
なお、改善活動はＣＡＰを活⽤して継続的に⾏っていく。

２．愛媛県からのご要請への取り組み状況
（１）取り組み状況（１／２）

「補⾜説明資料２」参照

令和3年3⽉29⽇ 伊⽅原⼦⼒発電所環境安全管理員会から状況が変化した箇所を⾚⽂字で⽰す。

「補⾜説明資料３」参照

「補⾜説明資料４」参照
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要請事項 取り組み状況

⑤技術⼒の維持・向上

• ベテラン社員のノウハウ等の技術継承のため、ベテラン社員の視点・知⾒を作業要領書に落とし込
む作業を実施した。

• 定検作業はベテラン社員と若⼿社員を組み合わせて実施していく。（継続実施）
• 他電⼒やメーカなど海外を含めた外部組織からの情報収集を引き続き⾏う。（継続実施）
• 従来から実施しているシビアアクシデント対応等を含めた教育訓練を継続実施するとともに、稀頻度

作業の原⼦⼒保安研修所での訓練計画を整備した。訓練は令和４年度より実施する。
• 従来通り、安全上重要な作業は当社社員が主体となって実施する。（継続実施）

⑥県⺠の信頼回復

• 再発防⽌策等の当社取り組み状況を説明する動画等を制作し、情報発信を⾏った。（令和２
年８⽉〜 １０⽉）

• 毎年実施している訪問対話活動において、昨年度は、令和２年１０⽉〜令和３年１⽉に 使
⽤済燃料乾式貯蔵施設の概要や連続して発⽣したトラブルなどの伊⽅発電所の状況に関する
リーフレットを配布し、意⾒・質問への対応を実施した。（継続実施）

• ⽇々の安全⽂化醸成活動を継続的に実施し、発電所員の安全意識向上に取り組む。（要請
事項③への取り組み）

⑦安全性の不断の追求について

• 継続的に最新知⾒等の収集を実施し、安全対策向上の検討に反映していく。
• 従来から実施している国内外の最新知⾒等の収集、評価、安全対策の検討を継続的に実施。
• 最新知⾒等の評価・安全対策検討の結果は安全性向上評価届出書※にまとめる。

※原⼦⼒の有するリスクを認識し、新しい知⾒の把握に努め、必要な安全対策に積極的に取り組むことにより、伊⽅発
電所の更なる安全性向上を図ることを⽬的に実施する評価で、定期事業者検査終了から６カ⽉以内に評価を実施
し、原⼦⼒規制委員会へ届出することとなっている。（令和元年5⽉24⽇に初回の届出を実施）

２．愛媛県からのご要請への取り組み状況
（１）取り組み状況（２／２）

令和3年3⽉29⽇ 伊⽅原⼦⼒発電所環境安全管理員会から状況が変化した箇所を⾚⽂字で⽰す。
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①更なる安全性向上に向けた詳細調査の実施について
「事象２ 伊⽅発電所第３号機 原⼦炉容器上部炉⼼構造物吊り上げ時の制御棒クラスタ引き上げ」については、他のプラントも含め過去に事例のない事象であることから、

不完全結合の防⽌に留まることなく、ＰＷＲ（加圧⽔型原⼦炉）の安全性向上という⼤局的かつ⻑期的な視点に⽴って、根本原因であるスラッジ（マグネタイト）発⽣メカニズム、
挙動等について継続的に調査・研究し、その結果を学会や専⾨誌等で発表するとともに、発⽣量の低減に向けて取り組むこと。

②恒常的な対策による安全性の確保について
「事象４ 伊⽅発電所における所内電源の⼀時的喪失」については、断路器の構造上、ごく稀に嵌合部に隙間が⽣じるために放電が発⽣したことが原因と推定されており、短

絡の兆候が⾒られている同型断路器も確認されていることから、再発防⽌策である部分放電診断と内部異物診断による状態監視の徹底と並⾏して、メーカとも協議しながら、改造
や新設備導⼊等による恒常的な対策による更なる安全性確保に取り組むこと。

③安全⽂化の醸成について
安全⽂化の醸成は、⼀朝⼀⼣に確⽴できるものではなく、継続的な取組みが必要不可⽋であるため、形式的な⽅法に陥ることなく、海外の取組みも含め広く情報収集を⾏うとと

もに、双⽅向のコミュニケーションの重要性を意識して、効果的な取組⽅法を不断に⾒直すこと。
また、社員教育においては、教育する側も含めて参加者全員が様々な⾓度から議論できる体制を整備し、「問いかける姿勢」の定着のみならず、「問いかける能⼒」についても向上

に向けて継続的に取り組むとともに、取組状況を積極的に発信すること。

④新チームの研鑽について
作業要領書や作業計画の妥当性等を独⽴した⽴場からレビューする新チームの設置は、⾮常に前向きで画期的な取組であるが、この新チームが⼗分機能し、トラブルの未然防

⽌が図られるか否かは、今後の運⽤・活⽤⽅法次第であるため、新チームの活動⾃体にもＣＡＰ制度やリスク評価を活⽤するなど研鑽を重ね、伊⽅発電所の安全性向上を担う中
核組織として育てること。

⑤技術⼒の維持・向上について
３号機⼀基体制となったことによる現場作業経験の減少やベテラン社員・作業員の定年退職等を踏まえ、これまで蓄積されたノウハウの維持が難しくなる懸念があるため、教育訓

練の充実・強化に努めるだけでなく、他電⼒やメーカなど海外を含めた外部組織からの情報収集を積極的に⾏うことにより、技術⼒の維持・向上に努めること。 また、教育訓練につ
いては、これまでの内容に加え、外的事象やテロを含めたシビアアクシデントの防⽌や発⽣時の対応等の広範な知識の習得が強く求められているため、優先度も考慮しながら、合理
的な訓練プログラムとしていくこと。
その上で安全上重要な作業については、四国電⼒社員が主体となって実施するとともに、社員⼀⼈ひとりが、電⼒事業者としての責任を持って取り組むこと。

⑥県⺠の信頼回復について
社⻑⾃らリーターシップを強く発揮し、再発防⽌策及び上記追加要請事項の徹底による安全確保を図っていくとともに、その旨を県⺠に丁寧に説明すること。また、関係会社も含め

た社員全員の安全意識の向上に不退転の覚悟で継続的に取り組み、県⺠の信頼回復に努めること。

⑦安全性の不断の追求について
これまでも、国の求める安全基準は最低条件という認識で、その基準を上回るアディショナルな対策を要請してきたが、今回の連続トラブルを真摯に受け⽌め、また、この機会を捉え、

再度、「安全対策に終わりはない」との強い信念の下、最新の知⾒等に基づく安全性を不断に追求し、⾃ら積極的に安全対策を講じること。

（参考）令和２年の連続トラブルに係る愛媛県からのご要請事項
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伊⽅発電所は１号機、２号機の廃⽌措置作業を⾏いながら、特定重⼤事故等対処施設の設置⼯
事、３号機の運転再開に向けた取り組み、使⽤済燃料乾式貯蔵施設の設置など様々な作業・取り
組みを⾏っておりますが、３号機の定検再開、廃⽌措置計画および使⽤済燃料乾式貯蔵施設設置
の事前協議の了解時に愛媛県知事および伊⽅町⻑からいただきましたご要請についてもしっかりと取り
組みながら、新型コロナウイルスの感染防⽌対策を徹底し、いずれも安全確保を最優先に取り組んで
まいります。

また、愛媛県や伊⽅町との「信頼関係の礎」である「えひめ⽅式」による通報連絡をこれまでどおり迅
速・的確に⾏うとともに、地域の皆さまにご理解いただけるよう、懸命に取り組んでまいります。
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概要 原因 再発防⽌対策と【対応状況】（⾚⽂字は未完)

事象Ⅰ

中央制御室⾮
常⽤循環系 の
点検に伴う運転
上の制限の逸脱

第14回定期検査（平成
29年10⽉3⽇〜平成30年
11⽉28⽇）中の中央制御
室⾮常⽤循環系点検作業
について、保安規定に定める
点検可能時期以外の期間で
作業を実施していた。

なお、当該作業以外の予
防保全作業について、点検
可能時期以外の期間で作業
していなかったことを確認した。

•担当者は、保安規定記載事項の⼀
部について誤った解釈をした状態であっ
たこと、また、⼗分な確認を⾏わなかっ
たことから、当該作業を実施してはいけ
ない時期に計画した。

•作業許可にあたり、各承認者が当該
作業の実施可能時期かどうかを確実に
チェックできる仕組みが構築できていな
かった。

•「問いかける姿勢」が⽋けていたことから、
組織としてのチェック機能も働かなかった
ものと推定した。

•作業計画の妥当性を確認するチェックシートを作成し、
承認を受ける運⽤を開始した。

【社内規定へ反映し運⽤開始済】
•保安規定が改定された場合には、周知に加えて改
定内容に係る教育を実施する。

【社内規定へ反映済・継続実施】
•保安規定の運⽤について追加教育を⾏う。

【教育実施】
•定期的に実施している、原⼦⼒安全に対して組織や
個⼈が持つべき習慣等に関する教育に、今回の事
象を反映することで、「問いかける姿勢」が定着するよ
う繰り返し意識付けを⾏う。

【社内規定へ反映済・継続実施】

事象Ⅱ
原⼦炉容器上
部炉⼼構造物
吊り上げ時の制
御棒クラスタの引
き上がり

原⼦炉からの燃料取出の
準備作業として、制御棒クラ
スタと駆動軸との切り離しを
⾏った後、原⼦炉容器の上
部炉⼼構造物を吊り上げて
いたところ、制御棒クラスタ
１体が上部炉⼼構造物とと
もに引き上げられた。

•制御棒クラスタ頭部の堆積物が駆動
軸取り外し軸の先端と接⼿との間に詰
まったことから、駆動軸を制御棒クラスタ
へ着座させた後、駆動軸先端が制御
棒クラスタに沈み込み、不完全な結合
状態となり、制御棒クラスタ１体が上
部炉⼼構造物とともに引き上げられた
ものと推定した。

•切り離し操作後に意図せず再結合す
る事象は、これまで経験したことがない
事象であったため、再結合となった状態
を確認する⼿順がなかった。

•駆動軸が確実に切り離されていることを確認するため、
駆動軸取り外し軸の位置を確認する⼿順を追加す
ることにより、再結合を防⽌する。

【作業要領書へ反映済】
•駆動軸切り離し時に加え、駆動軸を制御棒クラスタ
へ着座させた後に再度重量確認や位置計測を⾏う
ことにより、再結合していないことを確実に確認する⼿
順を追加する。

【作業要領書へ反映済】
•制御棒クラスタ頭部のスラッジを可能な限り減らすた
め、定期検査毎に制御棒クラスタ頭部の状況を確認
し、スラッジが堆積している場合は除去する。

【3-15定検実施済・継続実施】

[補⾜説明資料１]
連続発⽣したトラブルの概要等（１/２）
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概要 原因 再発防⽌対策と【対応状況】（⾚⽂字は未完)

事象Ⅲ

燃料集合体点
検時の落下信
号発信

燃料集合体を点検装置ラッ
クに挿⼊する際に、当該ラック
の枠に乗り上げたことにより使
⽤済燃料ピットクレーンの吊り
上げ荷重が減少し、燃料集
合体の落下信号が発信した。

•点検装置ラックの開⼝部が⼩さく、難
度が⾼い作業となっていた。また、⽔中
照明により点検装置ラックに影ができ、
開⼝部の視認性が低下していた。

•燃料集合体の点検装置ラックへの挿
⼊状況の確認は操作員のみで実施し
ていた。

•燃料集合体が点検装置ラックと接触す
ること等により荷重変動が⽣じた際の
対応が明確でなかった。

•この作業の困難さを操作員のみが認識
し、作業員全員で共有できておらず、
改善につながっていなかった

•点検装置ラックの開⼝部を拡⼤する。
また、本点検作業時には、状況を確認するための⽔
中テレビカメラ、作業中の視認性向上のための⽔中
照明を追加で設置する。 【点検再開時に実施済】

•燃料集合体の点検装置ラックへの挿⼊状況について、
操作員に加えて作業責任者がダブルチェックを⾏う。

【作業要領書へ反映済】
•燃料集合体を点検装置ラックに挿⼊する際の注意
事項として、点検装置ラックへの接触等により荷重変
動が⽣じた際には作業を中断し、追加措置の必要
性等を確認することを作業要領書に追記する。

【作業要領書へ反映済】
•今後、作業の難度を考慮し、作業員への聞き取り等
に基づき適切な作業⼿順・作業環境とすることが作
業要領書に反映されるよう、社内規定を⾒直す。

【社内規定・作業要領書へ反映済】

事象Ⅳ
所内電源の⼀
時的喪失

1､2号機の屋内開閉所に
おいて、保護リレー試験時に
断路器が故障し、1~3号機
へ供給していた18万７千Ｖ
送電線４回線からの受電が
停⽌した。その後、1､2号機
は6万6千Ｖの予備系統から
受 電 し 、 3 号 機 は ⾮ 常 ⽤
ディーゼル発電機から受電し
た後に、50万Ｖ送電線から
の受電に切り替え復旧した。

今回の保護リレー試験では、
断路器が故障すると数秒間
でも3基が同時に停電する系
統構成となっていた。

•断路器の設備故障が直接的な原因であっ
た。

•断路器の開閉を⾏う内部部品の結合部
分に、ごく稀に隙間が⽣じる構造となってい
たため放電が発⽣し、放電に伴う発熱によ
り結合部が損耗し、隙間が拡⼤した。

•その後、断路器開閉時に結合部の擦れが
⽣じることで⾦属⽚が落下し、相間短絡
（ショート）が発⽣し、保護装置が動作し
たものと推定した。

•故障した当該断路器の部品を新品に交換する。【済】
•その他断路器については、内部異常診断等により異常が
ないことを確認した。さらに、構造が異なる３号機の断路器
についても、同診断により異常がないことを確認した。

【確認実施済】
•今後計画的に同⼀構造および使⽤状態が同じ断路器ユ
ニット(13台)の内部開放点検を⾏う。 【点検実施済】

•恒常的な対策を検討する。【恒常的な対策を実施中】
•当該断路器を加えた断路器(14台) について、内部異常
診断よる監視を強化する。【恒常対策まで継続実施】

•今回の保護リレー試験の再開に際しては、⼀定の負荷を
接続する必要があるが、１〜３号機の同時停電を防⽌
する観点から、３号機の所内負荷を接続しない系統構成
（模擬負荷使⽤）とする。【試験再開時に実施済】

[補⾜説明資料１]
連続発⽣したトラブルの概要等（２/２）
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[補⾜説明資料2] マグネタイト⽣成メカニズム、挙動等に関する調査（１／6）

 伊⽅発電所３号機の原⼦炉容器上部炉⼼構造物吊り上げ時の制御棒クラスタ引き上がり事象では、制御棒クラスタ
のスパイダ頭部内の堆積物が本事象に影響することを報告した。

 この堆積物は、ＥＰＭＡによる元素組成分析およびＸ線回折による結晶構造分析の結果、ほぼマグネタイトであるこ
とを確認した。

 マグネタイト⽣成過程については、プラント起動初期段階の⾼溶存酸素環境において駆動軸内表⾯で⽣成した鉄酸
化物が、運転時間の経過に伴いマグネタイトに変態したものと推定した。

 上記の事実とそれに基づく推定メカニズムを実証するとともに、マグネタイト⽣成量の低減策等につなげるため、調査を実
施する。

 調査は、駆動軸の材料であるSUS410（実機と同様の熱処理条件、化学成分としたもの）を使⽤する。また、試験
の妥当性を確認するために、⽐較対象として腐⾷試験データが豊富なSUS316（1次冷却材系統にも使⽤）も使⽤
する。

マグネタイト⽣成過程

駆動軸内表⾯（プラント起動初期段階）

• 制御棒クラスタ駆動装置（ＣＲＤＭ）圧⼒ハウジングは、その構造上、１次冷却系統⽔張
時に空気が残留。

• プラント起動初期段階（昇温昇圧後）のＣＲＤＭ圧⼒ハウジング内には加圧された空気が
残留し、溶存酸素が有意に⾼くなる期間が存在。

• プラント起動初期の駆動軸は全引抜状態にあり（制御バンクＤは除く）、この際、駆動軸内
側は全⻑にわたり⾼溶存酸素・⾼温環境に置かれ、SUS410製駆動軸内表⾯では鉄酸化
物が⽣成し、運転時間の経過に伴って、マグネタイトに変態。

ＣＲＤＭ圧⼒ハウジング

• １次冷却材系統で確認される⾦属クラッドは、
主な成分は鉄、ニッケルであり、クロムも10％程
度含まれている。
（確認された堆積物はほぼマグネタイト）

• 駆動軸の材料には、オーステナイト系ステンレス
鋼に⽐べれば耐⾷性は劣るが、硬さと強度に優
れたマルテンサイト系ステンレス鋼（SUS410）
が使⽤されている。

• プラント起動初期、駆動軸内は⾼溶存酸素・⾼
温環境の期間があると考えられる。

⽔張時 昇温昇圧後

プラント起動初期のＣＲＤＭ圧⼒ハウジング内の環境
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令和２年度 令和３年度
令和４年度

8 9 10 12 1 3 4 6  7 9 10 12 1           3

【フェーズ１】
• 試験準備（試験⽚⼿配含む）

• SUS410試験
（酸化性雰囲気、還元性雰囲気）

• SUS316試験
（酸化性雰囲気、還元性雰囲気）

• 分析、調査結果取り纏め ▼

【フェーズ２】
• 試験準備（試験⽅法検討）

• パラメータ（温度、pH、酸素濃度、時
間）を変動させた場合の影響を調査

• 分析、調査結果取り纏め

 ３号機の原⼦炉容器上部炉⼼構造物吊り上げ時の制御棒クラスタ引き上がり事象で確認されたマグネタイトについて、

・ＰＷＲ１次冷却系環境下におけるSUS410の腐⾷挙動とマグネタイト⽣成メカニズムの確認

・マグネタイト⽣成量の有効な低減策の検討

を⽬的に、SUS410等における腐⾷⽣成物の⽣成状況、腐⾷速度等に関する調査を実施する。

 調査は四国総合研究所で実施することとし、フェーズ１，２の２段階で実施する計画としている。

 令和２年度は、フェーズ１として、本事象のマグネタイト⽣成過程（プラント起動初期に駆動軸内表⾯で⽣成）を試
験で確認した。結果は、⽇本保全学会第17回学術講演会（7⽉6⽇〜8⽇）で発表した。

 令和３年度は、フェーズ２として、フェーズ１の調査結果を踏まえたうえで、SUS410の腐⾷速度の定量的な調査等を
実施している。

【調査の概要】

保全学会で発表

温度,pH,酸素濃度の影響

時間の影響

[補⾜説明資料2] マグネタイト⽣成メカニズム、挙動等に関する調査（2／6）
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①酸化性雰囲気試験 ②酸化性雰囲気→還元性雰囲気試験

試験概要
１次冷却系統⽔張後の駆動軸ハウジング内の環境を想定した試験条件にて、SUS410
とSUS316の腐⾷⽣成物⽣成状況を確認する。

①酸化性雰囲気試験と同じ条件で試験を実施したのち、１次冷却系統⽔質調整後を想定した
試験条件にて、SUS410とSUS316の腐⾷⽣成物⽣成状況を確認する。

試
験
条
件

気層部

⼤気ガス
（酸素濃度︓21% 窒素濃度︓79%）

⼤気ガス
（酸素濃度︓21% 窒素濃度︓79%）
↓

窒素ガス
（窒素濃度︓100%）

液相部
ほう素－⽔酸化リチウム⽔溶液
（ほう素濃度︓4,500ppm リチウム濃度︓1.0ppm）

ほう素－⽔酸化リチウム⽔溶液
（ほう素濃度︓4,500ppm リチウム濃度︓1.0ppm）
還元性雰囲気試験ではヒドラジンを添加

試験材料 SUS410（実機駆動軸同等材）、SUS316

試験装置 チタン製オートクレーブ装置を使⽤

試験⼿順

1. 装置容器内に試験⽚を⼊れ、試験⽚が浸る程度まで試験液(B-Li⽔溶液)を加えて
蓋を閉⽌する。（気相部は⼤気）

2. 電熱ヒーターによって容器外部から加温し、試験液温度を⽬標温度(200℃)まで昇温
する。（昇温により内部の圧⼒が200℃での飽和蒸気圧(1.55MPa)まで昇圧し、保
持していることを確認する。）

3. 昇温・昇圧状態で2,5,10⽇（SUS316は10⽇のみ）保持した後、⾃然冷却・降圧
して装置を開放。

4. 試験⽚および試験液を回収し、試験⽚表⾯と試験液中の腐⾷⽣成物を分析。

1. 「①酸化性雰囲気試験」（10⽇）と同じ試験を実施する。
2. 装置内試験液の溶存酸素濃度を測定し、当量のヒドラジンを添加して蓋を閉⽌する。
3. ガス導⼊管より窒素を通気し、気層部を窒素に置換したのち装置を密閉。
4. 電熱ヒーターによって容器外部から加温し、試験液温度を⽬標温度(200℃)まで昇温する。

（昇温により内部の圧⼒が200℃での飽和蒸気圧(1.55MPa)まで昇圧し、保持していること
を確認する。）

5. 昇温・昇圧状態で10⽇保持した後、⾃然冷却・降圧して装置を開放。
6. 試験⽚および試験液を回収し、試験⽚表⾯と試験液中の腐⾷⽣成物を分析。

分析項⽬

1. 外観観察
2. 試験⽚スケール表⾯分析（取出の都度）
・元素組成分析（EPMA）
・結晶構造分析（X線回折）

3. 試験液懸濁物分析（最終取出時のみ）
・元素組成分析（EPMA）
・結晶構造分析（X線回折）

•プラント起動初期の駆動軸内の状態を模擬し、上記条件での腐⾷試験を実施する。
•プラント起動初期の駆動軸内側は、全⻑にわたり⾼溶存酸素、⾼温環境（①酸化性雰囲気試験の状態）におかれ
るが、時間の経過に伴って溶存酸素は除去される（②還元性雰囲気試験の状態）。

【フェーズ１調査の概要】

[補⾜説明資料2] マグネタイト⽣成メカニズム、挙動等に関する調査（3／6）
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【フェーズ１調査の結果】

 プラント起動初期段階を模擬した⽔質環境下では、試験雰囲気に関わらず駆動軸材料であるSUS410表⾯で⽣成
される腐⾷⽣成物（酸化⽪膜）の主成分はマグネタイト（Fe3O4）であった。

 また、SUS410における試験液中の懸濁物の主成分は酸化性雰囲気ではヘマタイト（α-Fe2O3）であったが、還元
性雰囲気への移⾏にともないマグネタイト（Fe3O4 ）への変態が認められた。

 ⽐較対象として⽤いたSUS316についても、同環境下で⽣成される腐⾷⽣成物（酸化⽪膜及び懸濁物）の主成分
はマグネタイト（Fe3O4 ）であった。

 なお、今回の調査では回収される懸濁物の量に材料間で⼤きな差があり、今回の試験条件においてはSUS410の⽅
がSUS316に⽐べ腐⾷が進⾏する環境であったと⾔える。

主成分 副成分

酸化性雰囲気
酸化⽪膜 Fe3O4 γ-Fe2O3、FeCr2O4（推定）

懸濁物 α-Fe2O3 γ-Fe2O3、 Fe3O4

酸化性→
還元性雰囲気

酸化⽪膜 Fe3O4 γ-Fe2O3、FeCr2O4（推定）

懸濁物 Fe3O4 γ-Fe2O3

主成分 副成分

酸化性雰囲気
酸化⽪膜 Fe3O4 有意なピークを検出できず

懸濁物 Fe3O4、α-Fe2O3 NiFe2O4、FeCr2O4（推定）

酸化性→
還元性雰囲気

酸化⽪膜 Fe3O4 NiFe2O4、FeCr2O4（推定）

懸濁物 Fe3O4 α,γ-Fe2O3、NiFe2O4、FeCr2O4（推定）

＜SUS410＞

＜SUS316＞

[補⾜説明資料2] マグネタイト⽣成メカニズム、挙動等に関する調査（4／6）
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【フェーズ１調査結果のまとめ】

 ⼀般的にステンレス材料の腐⾷表⾯は、⽐較的粗な外層酸化物と緻密な内層酸化物からなる⼆層構造であるこ
とが知られている。外層酸化物の主な元素は鉄であり、⼀部イオン状または粒⼦状の腐⾷⽣成物として⽔中に放出
される。⼀⽅、クロムについては、内層酸化物内に留まりやすい傾向がある。

 今回の調査において、試験液中から分離された懸濁物や、外層酸化物と考えられる試験⽚表⾯の主成分は鉄で
あることが確認され、腐⾷⽣成物の⽣成過程の推定メカニズムと整合している。

 これらの鉄は、還元性雰囲気中でマグネタイトに変態しており、制御棒クラスタのスパイダ頭部内から回収された堆積
物の形態とも合致した。

 この懸濁物の元素組成についても、１次冷却系統で確認される⾦属クラッドと⽐較すればニッケル、クロム成分が少
ないことも、制御棒クラスタのスパイダ頭部内から回収された堆積物と合致している。

以上より、スパイダ頭部内の堆積物は駆動軸に由来するものである。

【フェーズ２調査の計画内容】

 腐⾷⽣成物の⽣成過程を踏まえ、腐⾷に影響すると思われるパラメータ（温度、pH、酸素濃度、時間）を検討
する。

 既存の研究データが少ないSUS410を中⼼に、プラント運転期間において想定される環境条件も考慮し、以下の
パラメータを変動させた試験を実施する。
（１）温度による影響 150℃ 〜 250℃程度
（２）pHによる影響 pH 5.8 〜 pH 7.3 (285℃) 程度
（３）溶存酸素濃度の影響 還元性 〜 酸化性
（４）浸漬時間 〜4000時間程度

 上記調査結果を基に、実機プラント運⽤状況を踏まえて、有効な腐⾷量低減策を検討する。

[補⾜説明資料2] マグネタイト⽣成メカニズム、挙動等に関する調査（5／6）
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【参考】 保全学会での発表

注）個⼈情報保護の観点から個⼈名等をマスキングしています。

[補⾜説明資料2] マグネタイト⽣成メカニズム、挙動等に関する調査（6／6）
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 伊⽅発電所１、２号機の１８７ｋＶガス絶縁開閉装置（以下「１８７ｋＶ ＧＩＳ」という。）において、１個の
断路器で短絡が発⽣し送電線からの受電が停⽌した。これによって、伊⽅発電所の所内電源が⼀時的に喪失した。

 断路器で短絡が発⽣した原因は、断路器内部の可動接触⼦と絶縁操作軸埋⾦の嵌合部（以下、｢嵌合部｣）が⾮
接触状態（断路器が開放状態）で電圧が課電されることによって、嵌合部に放電が発⽣し、最終的に短絡に⾄ったも
のと推定した。

伊方南幹線２号線ユニット

伊方南幹線１号線ユニット

母線連絡ユニット

起動変圧器１号ユニット

２号機関係
ユニット

母線ユニット

甲母線

乙母線

事象発生箇所

主変圧器１号ユニット

１８７ｋＶ母線

甲母線

乙母線

起動
変圧器

２号

主変圧器
１号

（廃止中）

予備
変圧器

３号

伊方
南幹線
１号線

伊方
南幹線
２号線

伊方
北幹線
１号線

１８７ｋＶ送電線

主変圧器
２号

（廃止中）

発電機
２号

（廃止中）

起動変圧器
１号（廃止中）

発電機
１号

（廃止中）
Ｇ

Ｇ

Ｇ

発電機
３号

伊方
北幹線
２号線

【１８７ｋVガス絶縁開閉装置】

５００ｋＶ送電線
断路器

遮断器

3号高圧母線 2号高圧母線 1号高圧母線

６６ｋＶ送電線

事象発生個所

伊⽅発電所 所内電源系統 概要図 伊⽅発電所 １８７ｋＶ ＧＩＳ全体概要図

[補⾜説明資料3] 187kVガス絶縁装置断路器の恒常的な対策（１／６）
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【恒常的な対策の対象断路器】

１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動
変圧器

２号

主変圧器
１号

予備
変圧器

３号

伊方
南幹線
１号線

伊方
南幹線
２号線

伊方
北幹線
１号線

伊方
北幹線
２号線

主変圧器
２号

起動
変圧器

１号

187kV 送電線

計器用
変圧器

計器用
変圧器

① ② ③ ④

⑤ ⑥
⑦

⑩

⑧ ⑨

⑪ ⑫ ⑬ ⑭

⑮ ⑯ ⑱ ⑲
⑰

⑳ ㉑ ㉓ ㉔
㉒

㉕ ㉖ ㉗ ㉘

遮断器

【凡例】

 短絡が発⽣した断路器と同様の構造の断路器（当該断路器および接地開閉器を含む。） ２８台のうち放電が発⽣
するおそれがある断路器１４台（下図中「 」）については、現在、監視強化を実施しているが恒常的な対策を実施する
こととした。

 なお、以下の１４台については、放電が発⽣するおそれがないことから対策対象外とした。

・開放状態で嵌合部に電圧が課電されないもの

・配置上、嵌合部が常時接触するもの

伊⽅発電所１８７ｋＶ ＧＩＳの構成図

断路器
恒常的な対策の
対象/対象外 台数

対象
１４台

（⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑭
⑮⑯⑱⑲⑳㉒㉔）

対象外
開放状態で電圧が課電
されないため対策不要の
断路器/接地開閉器

６台
（⑪㉑⑫⑰⑬㉓）

対象外
配置上、嵌合部が常時
接触するため対策不要の
断路器/接地開閉器

８台
（①②③④

㉕㉖㉗㉘）

なお、「 」は構造が異なるため対応不要の断路器

[補⾜説明資料3] 187kVガス絶縁装置断路器の恒常的な対策（2／６）
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絶縁操作軸
（嵌合部）

可動接触子

【凡 例】

課電範囲

遮断器（開放）

遮断器（投入）

可動接触子

絶縁操作軸
（嵌合部）

対策不要
断路器/
接地開閉
器

断路器/接地開
閉器（開放）

断路器/接地開
閉器（投入）

甲母線

乙母線

変圧器

送電線

電
気
の
流
れ

電
気
の
流
れ

上流の遮断器Ⓐまたは断路器
Ⓑが投入されているため、開
放状態で嵌合部が課電され、
放電の恐れがある。

Ⓑ

投入状態のため
問題なし

Ⓐ

改造
甲母線

乙母線

変圧器

送電線

電
気
の
流
れ

開放状態でも嵌合部
に課電されないため
問題なし。

Ⓑ

投入状態のため
問題なし

Ⓐ

【恒常的な対策の考え⽅】

 １８７ｋＶ⺟線に接続される遮断器は、１、２号機の運転を前提に柔軟な運⽤・保守が可能となるように甲⺟線・
⼄⺟線のどちらにでも接続できるよう２系統の断路器を設置しているため、⽚⺟線の断路器を投⼊した際、⼀⽅の断路
器は開放状態で嵌合部が課電され放電の恐れがある状態となる。

 １、２号機が廃⽌となったことを踏まえ、運⽤上必要がなくなった断路器を撤去して、⽚⺟線での接続とすることで、断
路器が開放状態で嵌合部に電圧が課電されないようにする 。

[補⾜説明資料3] 187kVガス絶縁装置断路器の恒常的な対策（3／６）
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【恒常的な対策】

１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動
変圧器

２号

主変圧器
１号

予備
変圧器

３号

伊方
南幹線
１号線

伊方
南幹線
２号線

伊方
北幹線
１号線

伊方
北幹線
２号線

主変圧器
２号

起動
変圧器

１号

187kV 送電線

計器用
変圧器

計器用
変圧器

① ② ③ ④

⑤ ⑥
⑦

⑩

⑧ ⑨

⑪ ⑫ ⑬ ⑭

⑮ ⑯ ⑱ ⑲
⑰

⑳ ㉑ ㉓ ㉔
㉒

㉕ ㉖ ㉗ ㉘

対策対象（１４台）
断路器／接地開閉器

遮断器

【凡例】

(1)撤去

(2)変更

(2)変更

(1)撤去

(1)撤去

(1)撤去(1)撤去

(1)撤去 (1)撤去

１，２号廃止に伴い撤去
する断路器／接地開閉器

伊⽅発電所１８７ｋＶ ＧＩＳの構成図

（１）断路器の撤去

断路器（⑮⑯⑳⑧⑨）を撤去し⽚⺟線接続とすることで、残った断路器（⑤⑥⑩⑱⑲）が開放状態で嵌合
部に電圧が課電しない構成となる。

また、断路器２台（⑭㉔）は１、２号機廃⽌に伴い撤去する。

（２）接地開閉器の変更

接地開閉器（⑦㉒）は撤去し、嵌合部に電圧が課電されない接地開閉器を新たに設ける。

[補⾜説明資料3] 187kVガス絶縁装置断路器の恒常的な対策（4／６）
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 恒常的な対策完了後の伊⽅発電所１８７ｋＶ ＧＩＳの構成図は下図のとおりとなる。

 本⼯事は、１８７ｋＶ⺟線の停電が必要であるため３号機の定期検査中に実施する。また、部品製作等の進捗に合
わせて進めるため、現在実施中の第１５回定期検査で⼀部実施し、次回の第１６回定期検査で本格的な⼯事を実
施する予定。

 恒常的な対策が完了するまで、部分放電診断（常時計測）と内部異物診断による状態監視（１カ⽉に１回計
測）を確実に継続実施する。

１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動
変圧器

２号

予備
変圧器

３号

伊方
南幹線
１号線

伊方
南幹線
２号線

伊方
北幹線
１号線

伊方
北幹線
２号線

187kV 送電線

計器用
変圧器

計器用
変圧器

① ② ③ ④

⑤ ⑥

⑩ ⑫

⑱ ⑲
⑰

㉕

遮断器

【凡例】

配置上、嵌合部が常時接触するため
対策が不要な断路器／接地開閉器

開放状態で電圧が課電されないため
対策が不要な断路器／接地開閉器

構造が異なるため対策が不要な断
路器

構造が異なるため対策が不要な接
地開閉器

恒常的な対策完了後の伊⽅発電所１８７ｋＶ ＧＩＳの構成図

[補⾜説明資料3] 187kVガス絶縁装置断路器の恒常的な対策（5／６）
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伊⽅発電所 所内電源系統 概要図

１８７ｋＶ母線

甲母線

乙母線

起動
変圧器

２号

予備
変圧器

３号

伊方
南幹線
１号線

伊方
南幹線
２号線

伊方
北幹線
１号線

１８７ｋＶ送電線

Ｇ

発電機
３号

伊方
北幹線
２号線

【１８７ｋVガス絶縁開閉装置】

５００ｋＶ送電線
断路器

遮断器

3号高圧母線 2号高圧母線 1号高圧母線

６６ｋＶ送電線
【凡例】

 恒常的な対策完了後の伊⽅発電所の所内電源系統は下図のとおりとなる。

 今回の恒常的な対策の完了後においても外部電源は、

・3号機は500kV送電線が２回線と187kＶ送電線が４回線

・１、2号機は187kV送電線４回線と66kV送電線が１回線

であることは従来と変わらず、⼗分な冗⻑性があり、安全性への影響は無い。

[補⾜説明資料3] 187kVガス絶縁装置断路器の恒常的な対策（6／６）
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 作業担当課が策定した作業計画を独⽴した⽴場からレビューし、妥当性を確認するための新チームを令和２年
４⽉に設置し、令和２年９⽉に恒常的な組織として「プロセス管理課」を設置した。

伊⽅発電所⻑

安全管理部

総務広報部

発電部

保修部

品質保証部

プロセス
管理課

⼟⽊建築部

伊⽅発電所組織概略図

（令和2年9⽉に新設）

プロセス管理課を設置し、作業担当課から独
⽴した⽴場で作業計画をレビューする。

廃⽌措置室

各課

各課

各課

各課

各課

各課

各課

作
業
担
当
課

これまでの作業担当課による作業計画の策定

作業要領書、作業⼯程

作業の実施

作業の振り返り、作業要領書への
フィードバック、他作業への展開

[補⾜説明資料4] 新チームの活動（１／6）
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 プロセス管理課での活動は、リスクマネジメントの視点を取り⼊れ、リスク上重要な作業に着⽬してレビューを⾏う。

 作業担当課が策定した定期検査等の作業要領書や作業⼯程等の作業計画を独⽴した⽴場でレビューする。

 作業計画の妥当性を様々な観点から確認し、必要により提案を実施（作業に特化した提案、作業に対する⼀般
的な提案）

 これらの活動については、⽇本保全学会第17回学術講演会（7⽉6⽇〜8⽇）で発表した。

 作業担当課

作業要領書、作業⼯程

提案内容の検討

 プロセス管理課

作業の実施

作業要領書、作業⼯程の
⾒直し（必要に応じて）

情報収集

レビュー結果に基づく
提案

【プロセスレビュー会議】
代替策、実施時期の⾒直し等を議論し、作業⽅法を決定

作業の振り返り、作業要領書へのフィードバック、他作業への展開

問いかける姿勢
• 作業⽬的が達成されない場
合、どういうことが起きるのか

• 作業中に偶発的な故障が起
きるとどうなるのか

• ⼈的過誤が起きやすい環境
にないか など

確認の観点
（例）
 保安規定等の社内規定を遵守しているか。
 以下に該当する作業か。その場合必要な対策はできているか。

・電源⺟線の停電を伴う作業か
・炉⼼の反応度管理に影響する作業か
・１次冷却材保有⽔を変動させる作業か

レビューの観点
（例）
 リスクの低減が図られているか。さらなる低減はできないか。
 保安規定等の社内規定を遵守しているか。
 以下に該当する作業か。その場合必要な対策はできているか。

・電源⺟線の停電を伴う作業か
・炉⼼の反応度管理に影響する作業か
・１次冷却材保有⽔を変動させる作業か
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活動実績例① ３号機 使⽤済燃料ピットポンプ３Ｂ電動機点検作業計画の確認

使⽤済燃料ピット（ＳＦＰ）ポンプ３Ｂの点検が計画されている。

使⽤済燃料ピット

燃料集合体

使⽤済燃料ピット冷却器 使⽤済燃料ピットポンプ

3A

3B

（SFP)

（点検）

（運転）

＜情報収集・確認＞

 本点検に伴いＳＦＰポンプ２台中１台が運転不能となるため、本点検
期間中に万⼀、運転中のＳＦＰポンプ３Ａが運転不能となった場合、
使⽤済燃料の冷却ができなくなるリスクがある。

 作業担当課では、万⼀、ポンプが全台運転不能となった場合でも、点検
中のＳＦＰポンプ３Ｂの復旧に要する時間は最⼤約２４時間であるこ
とから、ＳＦＰ温度が52℃に到達する（41.1時間）前に点検中のＳ
ＦＰポンプ３Ｂを運転してＳＦＰの冷却を再開できることを確認。

＜提案＞

 作業員に本作業のリスクを認識してもらうため、本作業はＳＦＰ冷却機
能喪失となるリスクがあることを作業前に作業員に周知することを提案。

 提案が反映されていることを確認。

＜プロセス管理課でのレビュー＞

＜参考︓ＳＦＰの温度評価＞
・ＳＦＰポンプ１台運転中のＳＦＰ温度︓30.2℃
・ＳＦＰポンプ全台使⽤不能時のＳＦＰ温度上昇率︓0.53℃／時間（ポンプ点検時点におけるSFP内の燃料集合体の崩壊熱から算出）
・ＳＦＰポンプ全台使⽤不能時ＳＦＰ温度 52℃（社内規定）到達時間︓41.1時間後
・ＳＦＰポンプ全台使⽤不能時ＳＦＰ温度 65℃（制限値）到達時間 ︓65.7時間後
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※原⼦炉容器等のサンプル採取作業
今後の解体計画を策定するため、放射能レベルが⾼い原⼦炉容器等の放射能量を把握する必要があることから、専⽤の試料採取
装置にて原⼦炉容器および炉内構造物の⾦属サンプルを採取する。採取したサンプルは社外機関にて今後、分析を実施する。

活動実績例② ２号機 原⼦炉容器等のサンプル採取作業※（廃⽌措置作業）計画の確認

採取したサンプル

（原⼦炉容器下部炉⼼構造物）

２号機 原⼦炉容器等のサンプル採取作業が計画されている。

＜情報収集・確認＞

 本作業は、キャビティに⽔を張った状態で専⽤装置を⽤いた遠隔操作で実施する
ことから作業員が被ばくする可能性は低いが、採取したサンプルを床⾯に引き上げ
保管容器に⼊れる作業は、作業員が⾼線量のサンプルを気中で取り扱うため、作
業員の被ばくリスクがある。

 作業担当課で作業の被ばく管理を取りまとめた「放射線作業計画書」を作成して
いることを確認。

＜提案＞

 被ばく低減対策を確実に実施する観点から以下の提案を実施。

• 当該作業に特化した被ばく低減対策、具体的作業要領を「放射線作業計画
書」へ記載すること

• 作業開始前ミーティング時に、被ばく低減対策について周知すること

• 作業員は交代勤務となるため体調⾯に⼗分配慮すること

 提案が反映されていることを確認。

＜プロセス管理課でのレビュー活動＞

原子炉容器

キャビティ

①遠隔操作でサンプル
を採取

④気中でサンプル採取装置から高線量の
サンプルを取り出し、保管容器へ入れる

１次冷却材配管 １次冷却材配管

サンプル
採取装置

②サンプル採取装置を
クレーンで吊り上げ

③サンプル採取装置を
クレーンで移動

保管容器
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活動実績例③ ３号機の定検総合⼯程の確認

＜プロセス管理課でのレビュー活動＞

「総合⼯程表」は、作業担当課が所内各課の作業計画等を調整して作成し、確率論的リスク評価（ＰＲＡ）等を⾏う
担当箇所でPRA⼿法も⽤いた定検リスク評価を実施したうえで、総合⼯程表を確定（所⻑承認）している。

 総合⼯程表が確定（所⻑承認）する前に、定検リスク評価結果を参考に、「更にリスクの低下はできないか（停電⼯
程の短縮・時期変更はできないか 等）」、「リスクは許容できるレベルか」などの原⼦⼒安全確保の観点で総合⼯程表
の確認を⾏っている。

【今後のリスク低減に向けた取り組み】
当社は、電⼒中央研究所原⼦⼒リスク研究センターの⽀援や電⼒⼤の研究成果等を活⽤したＰＲＡモデルの⾼度
化・精緻化を継続的に進めており、今後もリスク評価の活⽤に取り組んで⾏く。
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【参考】 保全学会での発表

注）個⼈情報保護の観点から個⼈名等をマスキングしています。
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